第26回区分所有法・不動産登記法
１ 区分所有法（１） ／問題編（９問） 同／解答解説編
２ 区分所有法（２） ／問題編（９問） 同／解答解説編
３ 区分所有法（３） ／問題編（５問） 同／解答解説編
４ 不動産登記法（１）／問題編（８問） 同／解答解説編
５ 不動産登記法（２）／問題編（９問） 同／解答解説編
６ 不動産登記法（３）／問題編（７問） 同／解答解説編
建物の区分所有等に関する法律（区分所有法），および不動産登記法に関する次の記述のう
ち，正しいものには○，誤っているものには×をつけなさい。
□■ １ 区分所有法（１）／問題編
【問１】
区分所有者は，建物並びにその敷地及び付属施設の管理を行うための団体である管理組合を
構成することができるが，管理組合の構成員となるか否かは各区分所有者の意思にゆだねられ
る。（11-15-2）
【問２】
数個の専有部分に通ずる廊下又は階段室その他構造上区分所有者の全員又はその一部の共用
に供されるべき建物の部分は，区分所有権の目的とならない。（11-15-1）（17-14-3）
【問３】
区分所有者の共有に属さない敷地であっても，規約で定めることにより，区分所有者の団体
の管理の対象とすることができる。（17-14-4）
【問４】
共用部分の変更（その形状又は効用の著しい変更を伴わないものを除く）を行うためには，
区分所有者及び議決権の各３／４以上の多数による集会の決議が必要であるが，議決権につい
ては規約で過半数まで減ずることができる。（7-14-1）（12-13-3）
【問５】
形状又は効用の著しい変更を伴わない共用部分の変更については，規約に別段の定めがない
場合は，区分所有者及び議決権の各過半数による集会の決議で決することができる。
（10-13-2）
【問６】
共用部分の保存行為を行うためには，規約で別段の定めのない場合は，区分所有者及び議決
権の各過半数による集会の決議が必要である。（7-14-3）（9-13-1）
【問７】
専有部分であっても，規約で定めることにより，敷地利用権と分離して処分することができ
る。（17-14-2）（6-14-2）
【問８】
区分所有者が管理者を選任する場合は，集会の決議の方法で決することが必要で，規約によ
っても，それ以外の方法による旨定めることはできない。（12-13-1）（11-15-4）（20-15-3）
【問９】
管理者をその職務に関し区分所有者のために原告又は被告とする場合は，集会の決議の方法
で決することが必要で，規約によっても，それ以外の方法による旨定めることはできない。
（12-13-4）（13-15-3）
＊＊＊ １ 区分所有法（１）／解答解説編＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【問１】× ［管理組合の構成員］
区分所有者となったときから，当然に管理組合の構成員となります。構成員となるか否かの
自由はなく，区分所有者である限り脱退することもできません。
どうしても管理組合を脱退したければ，区分所有者でなくなるしか方法はありません。
＊ 管理組合は，区分所有者および議決権の各３／４以上の多数による集会の決議，かつ，登記
をすることにより法人となることができます（管理組合法人）。
【問２】○ ［法定共用部分］
建物の玄関，エレベーター室，廊下，階段室など構造上区分所有者全員またはその一部の共
用に供される建物の部分というのは，法定共用部分のことです。
法定共用部分は，本来専有部分としての構造をもっておらず，構造上当然に共用部分とされ
るもので，区分所有権の対象とすることはできません。
【問３】○ ［規約敷地］
「共有に属さない敷地」であっても，区分所有者が，建物および敷地と一体として管理また
は使用する庭，通路その他の土地は，規約により建物の敷地とすることができます（規約敷
地）。
＊ マンションの敷地には，法定敷地と規約敷地があります。法定敷地は，現に建物が建って
いる土地で，規約敷地は，通路や駐車場など事実上建物と一体となっている土地で，任意で規約に
より敷地と定めたものをいいます。
マンションの付加価値を増すような施設，たとえば，駐車場，テニスコート，庭園，多目的広場
などは法定敷地と別になっている場合もありますので，これらの土地を敷地として，法定敷地と同
じようにマンションと一体のものとして管理・利用するのです。
【問４】× ［共用部分の重大変更］
形状または効用の著しい変更を伴わないものを除く変更というのは，重大変更で，区分所有
者および議決権の各３／４以上の集会決議が必要です。
ただし，①区分所有者の定数は，規約で過半数まで減らすことができますが，②議決権の定
数は，３／４以上という区分所有法の規定に反することはできず，「規約で過半数まで減ず
る」ことはできません。
＊ 共用部分の重大変更は，必ず集会決議で行う必要があります。規約で，集会決議以外の方法
を定めることはできません。
【問５】○ ［共用部分の軽微変更］
集会の議事は，区分所有法または規約に別段の定めがない限り，区分所有者および議決権の
過半数で決せられます（普通決議事項）。
共用部分で「形状又は効用の著しい変更を伴わない」軽微変更は，規約に別段の定めがない
場合は，過半数でできます。
【問６】× ［共用部分の保存行為］
共用部分の保存行為は，「集会の決議」がなくても，各区分所有者が単独ですることができ
ます。保存行為は，区分所有者全員の利益になるからです。
ただし，規約で別段の定めがあればそれに従います。
【問７】○ ［分離処分の原則禁止］
専有部分とその敷地利用権は一体をなすものとして，原則として分離処分はできませんが，
規約で定めれば分離処分することもできます。
【問８】× ［管理者の選任］
区分所有者は，集会の決議によって管理者を選任・解任することができますが，規約で別段
の定めをすることもできます。
ただ規約で定めると，その設定・変更・廃止には，区分所有者および議決権の各３／４以上
の特別決議が必要ですから，集会決議による方が簡便といえます。
＊ 管理者は，区分所有者以外の者でもよく，また個人でも管理会社など法人でもかまいません。
区分所有法でいう管理者を，一般にいう管理人のことと勘違いしないように。
【問９】× ［管理者の職務］
管理者は，規約または集会の決議により，その職務に関し，区分所有者のために，原告また
は被告となることができます。
□■ ２ 区分所有法（２）／問題編
【問10】
建物の管理に要する経費の負担については，規約で定めることができ，規約の設定は，区分
所有者及び議決権の各３／４以上の多数による集会の決議によってなされる。（6-14-3）
【問11】
規約の変更が一部の区分所有者の権利に特別の影響を及ぼす場合で，その区分所有者の承諾
を得られないときは，区分所有者及び議決権の各３／４以上の多数による決議を行うことによ
り，規約の変更ができる。（7-14-4）
【問12】
最初に建物の専有部分の全部を所有する者は，公正証書により，共用部分の全部について持
分割合を定める規約を設定することができる。（13-15-1）（19-15-2）
【問13】
区分所有者の１／５以上で議決権の１／５以上を有するものは，管理者に対し，会議の目的
たる事項を示して，集会の招集を請求することができるが，この定数は，規約によって減ずる
ことができる。（10-13-1）（20-15-1）
【問14】
集会の招集の通知は，会日より少なくとも２週間前に発しなければならないが，この期間は
規約で伸縮することができる。（18-16-1）
【問15】
管理者は，少なくとも毎年１回集会を招集しなければならないが，集会は，区分所有者全員
の同意があるときは，招集の手続を経ないで開くことができる。（13-15-4）（20-15-2）
【問16】
集会においては，法で集会の決議につき特別の定数が定められている事項を除き，規約で別
段の定めをすれば，あらかじめ通知した事項以外についても決議することができる。
（18-16-2）
【問17】
集会の議事録が書面で作成されているときは，議長及び集会に出席した区分所有者の２人が
これに署名しなければならないが，押印は要しない。（18-16-3）
【問18】
区分所有者の承諾を得て専有部分を占有する者は，会議の目的たる事項につき利害関係を有
する場合には，集会に出席して意見を述べ，自己の議決権を行使することができる。
（8-14-2）
＊＊＊ ２ 区分所有法（２）／解答解説編＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【問10】○ ［規約の設定］
建物・その敷地・附属施設の管理または使用に関する事項は，規約で定めることができます。
「建物の管理に要する経費の負担」についても，規約で定めることができ，規約の設定・変更
・廃止は，区分所有者および議決権の各３／４以上の多数による集会の決議で行われます。
【問11】× ［一部の区分所有者の承諾］
規約の設定・変更・廃止が，一部の区分所有者の権利に特別の影響を及ぼすときは，その承
諾を得なければならず，得られないときは「区分所有者及び議決権の各３／４以上」の特別多
数決で決議しても，規約の変更はできません。
＊ 管理費等の負担割合や建物の使用方法について，一部の区分所有者の不利益が受忍限度を超
えるような場合です。
【問12】× ［公正証書による規約の設定］
「最初に建物の専有部分の全部を所有する者」というのは，実際は，分譲マンション等を新
築した分譲業者で，単独で規約を設定できます。この場合は，公正証書によって一定事項を定
めることができますが，その事項は限定されており，「共用部分の持分割合」を定めることは
できません。
＊ 定められる事項は，規約共用部分と敷地の権利関係に関する次の４つに限られています。
① 規約共用部分に関する定め
② 規約敷地の定め
③ 専有部分と敷地利用権の分離処分を可能にする定め
④ 各専有部分に対応する敷地利用権の割合に関する定め
＊ 公正証書であって書面ではないことに注意してください。分譲業者の規約が勝手なものにな
らないように，公証人に規約の内容をチェックしてもらう必要があるのです。
【問13】○ ［臨時集会の招集請求］
集会は，管理者が少なくとも毎年１回招集しなければなりません（定時集会）が，これ以外
に，区分所有者の１／５以上で議決権の１／５以上を有するものは，管理者に対し会議の目的
事項を示して，集会の招集（臨時集会）を請求することができます。
この定数は，規約によって（１／５→１／６のように）減らすことができますが，加重する
ことはできません。加重（１／５→１／４のように）は，区分所有者の集会招集権を制限する
ことになるからです。
【問14】× ［招集通知］
集会の招集通知は，「２週間前」ではなく，会日より少なくとも１週間前に発しなければな
りません。この期間は，「規約で伸縮する」ことができます。
＊ なお，建替え決議を行う場合の集会の招集通知は，会日より少なくとも２ヵ月前に発する必
要があります。ただし，規約で伸長することができます。
【問15】○ ［招集手続の省略］
集会は，区分所有者全員の同意があれば，招集手続を経ないで開催することができます。
小規模マンションもあるわけですから，すべてのマンションで厳格な招集手続を経なければ
ならないとすることはムダなのです，
これにより，電話連絡等により即日集会を開くことが可能になります。
【問16】○ ［決議事項の制限］
集会では，あらかじめ通知した事項についてだけ決議することができます。事前に知らされ
ていない事項について，いきなり決議を求められても考える余裕はありませんからね。
しかし，集会決議につき法で特別定数が定められている事項（特別決議事項）を除いては，
規約で別段の定めをすることができますから，規約で定めておけば，不意打ち決議もＯＫで，
「あらかじめ通知した事項以外」についても決議することができます。
＊ 集会において決議をすべき場合において，区分所有者全員の承諾があるときは，書面または
電磁的方法による決議をすることができ，集会の決議と同一の効力を有します。
【問17】× ［議事録］
議事録が書面で作成されているときは，議長および集会に出席した区分所有者の２人がこれ
に署名押印しなければなりません。
【問18】× ［占有者の出席権・意見陳述権］
「区分所有者の承諾を得て専有部分を占有する者」というのは，所有者から借り受けている
賃借人などの占有者です。
占有者は，会議の目的事項について「利害関係を有する」場合には，集会に出席して意見を
述べることができます。ただし，議決権は区分所有者固有の権利ですから，議決権を行使する
ことはできません。
□■ ３ 区分所有法（３）／問題編
【問19】
占有者が，建物の保存に有害な行為をするおそれがある場合，管理組合法人は，区分所有者
の共同の利益のため，集会の決議により，その行為を予防するため必要な措置を執ることを請
求する訴訟を提起することができる。（8-14-4）
【問20】
建物の価格の１／２以下に相当する部分が滅失した場合において，滅失した共用部分を復旧
するときは，集会の決議の方法で決することが必要で，規約によっても，それ以外の方法によ
る旨定めることはできない。（12-13-2）（9-13-2）
【問21】
建物の価格の２／３に相当する部分が滅失したときは，集会において，区分所有者及び議決
権の各３／４以上の多数で，滅失した共用部分を復旧する旨の決議をすることができる。
（9-13-3）（7-14-2）
【問22】
区分所有法第62条第１項に規定する建替え決議は，規約で別段の定めをすれば，区分所有者
及び議決権の各３／４以上の多数により行うことができる。（9-13-4）
【問23】
区分所有法第62条第１項に規定する建替え決議が集会においてなされた場合，建替えに参加
しない区分所有者は，建替えに参加する区分所有者等に対し，建物及びその敷地に関する権利
を時価で買い取るべきことを請求することができる。（10-13-4）（6-14-4）
＊＊＊ ３ 区分所有法（３）／解答解説編＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【問19】○ ［共同利益に反する行為の停止等の請求］
区分所有者や「占有者」が，建物の保存に有害な行為をするおそれがある場合，他の区分所
有者の全員または管理組合法人は，区分所有者の共同の利益のため，その行為を予防するため
必要な措置を執るよう請求することができます。
この場合，訴訟を提起するには，集会の決議によらなければなりません。
【問20】× ［小規模滅失の復旧］
建物価格の１／２以下に相当する部分が滅失したとき（小規模滅失），各区分所有者は，その
「滅失した共用部分」を復旧することができます。
ただ，マンションの復旧は，区分所有者全員にとって重大な利害がありますから，集会で，
滅失共用部分を復旧する旨の決議をすることができますし，また，規約で別段の定め（管理組
合で行うなど）をすることもできます。
【問21】○ ［大規模滅失の復旧］
滅失した共用部分が，建物価格の「２／３に相当」する大規模滅失（建物価格の１／２超の
滅失）の場合は，集会で，区分所有者および議決権の各３／４以上の多数決により，復旧する
旨の決議を行うことができます。
＊ この定数について，規約で別段の定めをすることはできません。
＊ 大規模滅失の場合でも，集会で，区分所有者および議決権の各４／５以上の特別多数決によ
り建替え決議ができます。
【問22】× ［建替え決議の要件］
建替え決議の成立に必要な決議要件は，区分所有者および議決権の各４／５以上の多数によ
ることと法定されています。集会決議や「規約で別段の定め」をすることはできません。
【問23】× ［区分所有権等の売渡し請求］
建替え決議が成立した場合，「建替えに参加する」区分所有者等が，「建替えに参加しない」
区分所有者に対して，区分所有権および敷地利用権を時価で売り渡せと請求することができま
す。「参加しない」者が，「参加する」者に対し，「時価で買い取るべき」ことを請求できるの
ではありません。
＊ 買取請求ではなく売渡請求です。
□■ ４ 不動産登記法（１）／問題編
【問１】
建物を新築した場合，当該建物の所有者は，新築工事が完了した時から１ヵ月以内に，建物
の所有権の保存の登記の申請をしなければならない。（9-14-1）
【問２】
委任による登記申請の代理権は，本人の死亡によって消滅する。（14-15-2）
【問３】
海面下に没する土地であっても，干潮時に陸地になる土地であれば，すべて土地の表題登記
をすることができる。（11-12-2）
【問４】
同一の登記所の管轄区域内にある二以上の不動産について申請する登記原因及びその日付が
同一である場合には，登記の目的が異なるときであっても，一つの申請情報で申請することが
できる。（18-15-4）
【問５】
一棟の建物を区分した建物（以下「区分建物」）の登記簿の表題部所有者から所有権を取得
したことを証明できる者は，直接自己名義に当該建物の所有権保存の登記を申請することがで
きる。（12-14-4）（8-16-2）
【問６】
区分建物について敷地権の表示が登記されたときは，敷地権の目的たる土地の登記記録の表
題部に敷地権である旨の登記がされる。（13-14-4）（8-16-4）
【問７】
区分建物が規約による共用部分である旨の登記は，当該区分建物の登記記録の表題部にされ
る。（13-14-3）（8-16-3）
【問８】
建物が取壊しにより滅失した場合，表題部に記載された所有者又は所有権の登記名義人は，
当該建物が滅失した時から１ヵ月以内に，建物の滅失の登記の申請をしなければならない。
（9-14-4）
＊＊＊ ４ 不動産登記法（１）／解答解説編＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【問１】× ［権利の登記の申請］
所有権の保存登記など権利に関する登記は，原則として当事者の申請に基づいて行われます。
つまり，申請するかどうかは権利者の任意です。
＊ ただし，新築した建物の所有権を取得した者は，その所有権の取得の日から１か月以内に，
表題登記を申請しなければなりません。
【問２】× ［代理権の不消滅］
登記申請の代理権は，本人が死亡しても消滅せず，そのまま存続します。
民法上は，本人が死亡すれば，委任による代理権は消滅しますが，登記申請の代理にこれを
適用すると，本人が死亡した場合，受任した登記申請ができなくなってしまいます。
そして，改めて相続人からの委任を受けなければならなくなり，これでは登記申請が遅れて
しまうのです（対抗要件の具備が遅くなってしまいます）。
【問３】× ［登記の対象］
登記できる土地は，私法上の所有権の客体となる土地でなければなりません。
判例は，干潮時に「陸地になる土地」であっても，海面下にある土地は所有権の対象とする
ことができず，登記できないとしています。
【問４】× ［申請情報］
登記申請をする場合に登記所に提供しなければならない申請情報（申請人の氏名，登記の目
的，登記原因など）は，登記の目的および登記原因に応じて，一の不動産ごとに作成して提供
しなければならないのが原則です。
ただし，「同一の登記所の管轄区域内にある二以上の不動産」について申請する場合に，登
記の目的，登記原因，その日付が同一であるときは，一つの申請情報で申請できます。
「登記の目的が異なるとき」はダメなのです。
【問５】○ ［所有権保存登記の申請者──区分建物の場合］
区分建物の場合には，表題部所有者から所有権を取得した者も，所有権保存登記の申請をす
ることができます。
なお，この申請の際には，表題部所有者から所有権を取得したことを証明する，表題部所有
者が作成した情報を提供する必要があります。
【問６】× ［敷地権である旨の登記］
敷地権の表示が登記されたときは，敷地権の目的である土地の登記記録の権利部の相当区に
記録されます。「表題部」ではありません。
相当区というのは，敷地権の種類に応じた区という意味で，敷地権が所有権なら甲区，地上
権または賃借権なら乙区になります。
【問７】○ ［共用部分である旨の登記］
建物が規約共用部分である旨の登記は，建物の表示に関する登記の登記事項ですから，登記
記録の表題部にされます。
＊ 同じ共用部分でも法定共用部分である旨は登記されません。法定共用部分は，誰が見ても共
用部分とわかるものだから登記の必要はないのです。
【問８】○ ［建物の滅失の登記］
建物を新築するときに古い建物を取り壊した場合は，建物の滅失登記を申請することが義務
づけられており，表題部所有者または所有権の登記名義人は，滅失した時から１ヵ月以内に申
請しなければなりません。
□■ ５ 不動産登記法（２）／問題編
【問９】
権利に関する登記の申請は，法令に別段の定めがある場合を除き，登記権利者及び登記義務
者が共同してしなければならない。（18-15-1）
【問10】
遺贈を登記原因とする所有権の移転の登記は，遺言執行者が指定されているか否かにかかわ
らず，登記権利者及び登記義務者が共同してしなければならない。（19-16-4）
【問11】
登記の申請は，登記権利者及び登記義務者が共同してするのが原則であるが，相続による登
記は，登記権利者が単独で申請することができる。（14-15-3）（17-16-2）
【問12】
登記権利者及び登記義務者が共同して申請することを要する登記について，登記義務者が申
請に協力しない場合には，登記権利者が登記義務者に対し登記手続すべきことを命ずる確定判
決を得れば，その登記義務者の申請は要しない。（14-15-4）（17-16-1）
【問13】
登記名義人の氏名若しくは名称又は住所についての変更の登記又は更正の登記は，登記名義
人が単独で申請することができる。（17-16-3）
【問14】
登記原因を証する情報として執行力のある確定判決の判決の正本が提供されている場合でも，
法律の規定により第三者の許可がなければ権利変動の効力を生じないとされているときは，別
に当該第三者の許可を証する情報を添付しなければならない。（15-15-4）
【問15】
土地の登記簿の表題部に被相続人が所有者として記録されている場合において，その相続人
が複数あるときは，共同相続人の１人は，自己の持分についてのみ所有権保存の登記を申請す
ることができる。（12-14-2）
【問16】
共有物分割禁止の定めに係る権利の変更の登記の申請は，当該権利の共有者であるすべての
登記名義人が共同してしなければならない。（19-16-2）
【問17】
表題部に所有者として記録されている者の相続人は，所有権の保存の登記を申請することが
できる。（18-15-3）
＊＊＊ ５ 不動産登記法（２）／解答解説編＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【問９】○ ［共同申請の原則］
条文そのままの出題です。
権利に関する登記の申請は，登記の真正を確保するため，「登記権利者及び登記義務者」が
共同してしなければなりません（___________共同申請の原則）。
＊ 登記の性質上利害が対立する登記義務者がいない場合や，共同申請によらなくても登記の真
正が確保できるような場合には，申請人が単独ですることができます。
主なものは，次のような場合です。
① 所有権保存登記
② 相続による所有権移転登記
③ 確定判決による登記
④ 仮登記義務者の承諾がある場合の仮登記など
【問10】○ ［共同申請の原則］
遺贈を登記原因とする所有権移転の登記は，①遺言執行者が指定されているときは遺言執行
者が登記義務者となり，②指定されていないときは相続人が登記義務者となって，登記権利者
と共同で申請しなければなりません。
遺贈を登記原因とする場合には，相続人が相続によって得たかもしれない権利を，遺贈によ
って失うわけですから，原則どおり，登記義務者と登記権利者が共同申請する必要があるのです。
【問11】○ ［共同申請の例外──相続による登記］
登記申請は，登記権利者・登記義務者による共同申請が原則ですが，相続により登記をする
場合は，登記権利者（相続人）が単独で申請することができます。
登記義務者である被相続人はすでに死亡していますから，共同申請は不可能です。
【問12】○ ［共同申請の例外──確定判決による登記］
共同申請を要する登記について，登記権利者が，登記義務者に対し登記手続すべきことを命
ずる確定判決を得れば，登記の真正が確保できるため，単独で申請することができます。
この場合には，判決書正本を登記原因情報として提出することになります。
【問13】○ ［共同申請の例外──登記名義人の氏名等の変更の登記等］
登記名義人の氏名，名称，住所についての変更の登記または更正の登記は，登記名義人が単
独で申請できます。登記名義人（たとえば，所有者）が，住所を移転したり改名した場合など
に行う登記です。条文どおりの出題です。
【問14】× ［添付情報──確定判決による登記申請］
登記の申請に，第三者の許可を要するときでも，登記原因を証する情報として「執行力のあ
る確定判決」の判決書正本が提供されれば，第三者の許可を証する情報を添付する必要はあり
ません。
【問15】× ［共有者の登記］
共同相続人の１人が自己の持分についてだけ所有権保存登記をすることはできません。
同一の不動産について，登記部分と未登記部分が混在して権利関係が複雑になるからです。
＊ 共同相続人全員のための保存行為として，全員名義での登記なら共同相続人の１人が申請で
きます。
【問16】○ ［共有物分割禁止の定めの登記］
１字１句条文どおりの出題です。
共有物の分割は，各共有者がいつでもすることができますから，１人でも分割請求する者が
いれば，分割されてしまいます。したがって，分割を禁止する旨の登記の申請は，共有者全員
が共同してしなければ意味がないのです。
【問17】○ ［所有権保存登記の申請者──相続人]

所有権の保存登記は，法定された者以外の者は，申請することができません。
「表題部に所有者として記録されている者」（表題部所有者）の相続人は，所有権保存登記
を申請することができます。
＊ 所有権の保存登記は，権利の登記として初めて登記簿に記録される登記のことであり，この
登記によって民法177条の対抗力を初めて有することになります。
申請人は，次の者に限られており，これらの者が単独で申請することができます。
① 表題部に所有者として記録されている者（表題部所有者）またはその相続人その他の一般承継人
② 所有権を有することが確定判決で確認された者
③ 土地収用法による収用によって所有権を取得した者
④ 区分建物の表題部に記録された所有者から所有権を取得した者
□■ ６ 不動産登記法（３）／問題編
【問18】
所有権の登記がされていない建物について，その所有権が自己にあることを確定判決によっ
て証明できる者は，当該建物の所有権保存の登記を申請することができる。（12-14-1）
【問19】
遺産分割協議書に基づく相続を原因とする所有権移転の登記の申請は，共同相続の登記がさ
れていない場合には，することができない。（9-15-4）
【問20】
抹消登記を申請する場合において，当該抹消される登記について登記上の利害関係を有する
第三者があるときは，当該第三者の承諾を証する情報又はこれに対抗することができる裁判が
あったことを証する情報を添付しなければならない。（15-15-2）
【問21】
所有権の登記の抹消は，所有権の移転の登記の有無にかかわらず，現在の所有権の登記名義
人が単独で申請することができる。（17-16-4）
【問22】
仮登記の申請は，仮登記の登記義務者の承諾があるときは，仮登記権利者が単独ですること
ができる。（16-15-1）（20-16-2）
【問23】
仮登記の申請に仮登記義務者が協力しない場合には，仮登記権利者は，仮登記手続を求める
訴えを提起し，勝訴判決を得たときでなければ，単独で仮登記の申請をすることができない。
（10-15-2）（16-15-2）
【問24】
仮登記の抹消の申請は，仮登記名義人の承諾があれば，登記上の利害関係人が単独でするこ
とができる。（16-15-4）
＊＊＊ ６ 不動産登記法（３）／解答解説編＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【問18】○ ［所有権保存登記の申請者──確定判決による証明］
自己に所有権があることを確定判決によって証明できる者は，所有権保存の登記を申請する
ことができます。確定判決は，さまざまな証拠資料が検証された結果，出されるものですから，
登記の真正が確保できるのです。
【問19】× ［遺産分割協議書に基づく登記の申請］
遺産分割協議書に基づく相続による所有権移転の登記の申請は，共同相続の登記がされてい
ない場合でも，遺産分割協議書を添付して，最初から単独相続として申請することもできます。
【問20】○ ［登記の抹消］
登記の抹消を申請する場合，その抹消につき登記上の利害関係を有する第三者があるときは，
その第三者の承諾を証する情報，またはその第三者に対抗できる裁判があったことを証する情
報を添付する必要があります。
【問21】× ［所有権登記の抹消］
「所有権の移転の登記の有無にかかわらず」が誤りです。
所有権登記の抹消は，所有権の移転登記がない場合に限って，登記名義人が単独で申請する
ことができます。
所有権の移転登記がない場合というのは，建物を新築した場合に，その所有者が保存登記
（最初にする登記）をして，その後，権利の移転などの移転登記がない場合のことです。この
場合には，保存登記の名義人が単独で抹消を申請するしかありません。
しかし，所有権移転登記がある場合には，原則どおり，登記権利者と登記義務者の共同申請
となります。
【問22】○ ［仮登記の単独申請──登記義務者の承諾］
仮登記も共同申請が原則です。しかし例外として，仮登記の登記義務者の承諾があるときは，
仮登記権利者が単独で申請することができます。
この場合には，登記義務者が作成した「仮登記の登記義務者の承諾を証する情報」を添付し
ます。
＊ 次の場合には，仮登記権利者が単独で申請することができます。
①確定判決による登記，②仮登記義務者の承諾があるとき，③仮登記を命じる裁判所の処分があ
るとき。
【問23】× ［仮登記の単独申請──仮登記を命じる処分］
仮登記の申請に仮登記義務者が協力しないときは，仮登記権利者は，仮登記を命じる処分を
求めることになりますが，仮登記を命ずる処分があるときは，例外として単独で申請すること
ができます。
必ずしも「勝訴判決」を得る必要はありません。
【問24】○ ［仮登記の単独抹消──利害関係人］
仮登記を抹消する場合の申請は，仮登記名義人の承諾があれば，登記上の利害関係人が単独
ですることができます。
この場合には，登記名義人が作成した「仮登記の登記名義人の承諾を証する情報」を添付し
ます。
